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ヒートアイランド対策関係府省連絡会議

※本資料は、現時点における各府省の施策をとりま
とめたものであり、今後の関係府省連絡会議での議
論等を踏まえて、必要に応じ、施策の追加等を行う
こともあり得る。



・

都市再生特別措置法に基づく「都市再生基本方針」へのヒートアイランド対策の位置
付けによる施策の総合的推進

内閣官房都市再生本部事務局 2

ヒートアイランド対策に資する施策（内閣官房都市再生本部事務局）
都市のヒートアイランド現象解消のため、調査・研究から具体的事業、誘導措置まで、相互に連携して総合的に実
施。特に、東京・大阪などの都市再生緊急整備地域においては、関係地方公共団体や研究機関、事業者等と連携し
ながら、集中的に関連施策を実施
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2

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市再生特別措置法に基づく「都市再生基本方針」へのヒートアイランド対

策の位置付けによる施策の総合的推進

施策の ○都市再生特別措置法 に基づき、都市（平成 年 月 日成立、同 月 日施行）14 4 5 6 1

再生基本方針を閣議決定 （別添参照）（平成 年 月 日14 7 19 ）。

○同基本方針においては、都市再生施策の重点分野のひとつとして「持続発展

概 要 可能な社会の構築」を明示するとともに、具体的施策例にヒートアイランド対

策を掲げているところ。

○また、同基本方針に沿って指定される都市再生緊急整備地域の整備にあたっ

ては、緑、水、大気、エネルギーなど都市の環境の保全・改善へも配慮する旨

明示。

○都市再生プロジェクト事業推進費の調査費として 万円を「都市におけ5,000
14予 算 るヒートアイランド現象の緩和方策検討調査 に配分することを決定 平成」 （

年 月 日）10 4

措 置

○都市再生基本方針に基づき、都市再生緊急整備地域の第一次指定（東京都、

施策の 横浜市、名古屋市、大阪府、大阪市で 地域約 を政令指定）を行う17 3,515ha
、 （ ）。実績及 とともに 各緊急整備地域ごとに地域整備方針を決定 平成 年 月 日14 7 24

（ 、 ） 、び今後 ○同じく第二次指定 札幌市 仙台市他で 地域約 を行うとともに28 2,264ha
の方針 各緊急整備地域ごとに地域整備方針を決定（平成 年 月 日）14 10 4
等 ○今後とも、同基本方針に基づき、都市再生緊急整備地域の追加指定及び地域

整備方針の策定を適宜行っていく予定。

担当部局：内閣官房都市再生本部事務局

03-5510-2168 03-3591-0022担 当 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

部 局

その他



総合科学技術会議における資源配分の方針への反映 政策統括官（科学技術政策担当）付社会基盤担当 4

ヒートアイランド対策に資する施策（内閣府）
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4

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

総合科学技術会議における資源配分の方針への反映

施策名

2総合科学技術会議では分野別推進戦略を策定し 社会基盤分野においては、

施策の つの重点領域と の項目を定めた。重点領域「美しい日本の再生と質の高い15

生活の基盤創成」の項目「自然と共生した美しい生活空間の再構築」では、建

物、町並み、公共施設等の生活領域の空間を、環境負荷が少なく、自然と共生

概 要 し、そして美しさを備えた状態に改善する技術・システムとしている。

予 算

措 置

ヒートアイランド対策に関しての関係省庁の研究開発の状況を見ながら、フ

施策の ォローアップを行う。また、必要に応じて資源配分方針への反映を行う。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：内閣府政策統括官（科学技術政策担当）

担 当 ＴＥＬ：０３－３２５３－２１１１（４４６２２）

部 局

その他



－ ヒートアイランドの人工排熱低減施策
交通流の円滑化対策 交通局交通規制課 6

交通情報提供事業の促進対策 交通局交通規制課 7

信号灯器のＬＥＤ化の推進 交通局交通規制課 8

公共交通機関の利用促進対策 交通局交通規制課 9

ヒートアイランド対策に資する施策（警察庁）
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6

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 交通流の円滑化対策

光ビーコン等最先端の情報通信技術等を活用した高度道路交通システム（Ｉ

施策の ＴＳ）の推進、適正な駐車規制や違法駐車を抑止するための各種システムの整

備等による路上駐停車対策及び信号機の系統化・感応化、交通管制の高度化等

による交通安全施設の整備といった対策を総合的に推進することにより、交通

概 要 流の円滑化を図る。その結果、渋滞が緩和され、早期に目的地に到着できた自

動車のエンジン稼働時間は渋滞時と比べ短縮され、排熱も低減されることから

ヒートアイランド対策に資する。

予 算 （平成１３年度）当初予算額 １７，０５０，０００（千円）の内数

補正予算額 ８，３６２，２６３（千円）の内数

（平成１４年度）当初予算額 １７，０５０，０００（千円）の内数

措 置 補正予算額 １，５００，５５０（千円）の内数

（平成１５年度）当初予算額 １７，５００，０００（千円）の内数

、 （ ） 、光ビーコンは 平成１５年３月末 見込み で約３万８千基を整備しており

施策の 光ビーコンなど３メディアによるＶＩＣＳサービスは、平成１５年２月から全

実績及 国において運用されている。また、信号機の集中制御化、系統化、感応化は平

び今後 成１４年３月末現在、全信号機約１７万９千基のうち、約９万８千基であり、

の方針 信号機の高度化率は５４．７％である。さらに、違法駐車を抑止するための駐

等 車誘導システムは、平成１５年３月末現在、６５都市において、違法駐車抑止

システムは、１３０都市においてそれぞれ導入されている。

今後とも交通流の円滑化対策を積極的に推進し、ヒートアイランド対策に資

する。

担 当 担当部局：警察庁交通局交通規制課

ＴＥＬ：０３－３５８１－０１４１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５９３－２３７５

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 信号灯器のＬＥＤ化の推進

発光ダイオードを光源とするＬＥＤ式信号灯器は、電球式信号灯器に比べて

施策の 消費電力が少なく、発光効率が良いため発熱量が少ないことから、信号灯器の

ＬＥＤ化により排熱が低減され、ヒートアイランド対策に資する。

概 要

（平成１４年度）補正予算額 １，５００，５５０（千円）の内数

予 算 （平成１５年度）当初予算額 １７，５００，０００（千円）の内数

措 置

ＬＥＤ式信号灯器の仕様化を行う等により、地方単独事業による整備を推進

施策の するとともに、平成１４年度からＬＥＤ式信号灯器の整備の一部について財政

実績及 的支援を推進。

び今後 今後とも信号灯器のＬＥＤ化を推進し、ヒートアイランド対策に資する。

の方針

等

担当部局：警察庁交通局交通規制課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５８１－０１４１

ＦＡＸ：０３－３５９３－２３７５

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 公共交通機関の利用促進対策

バス優先信号制御やバス専用・優先レーンの設置等によりバスの定時性、利

施策の 便性の向上を図る公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）を整備して、マイカーか

らバスへの利用転換を促進して交通総量を抑制することにより、自動車からの

排熱が低減されることからヒートアイランド対策に資する。

概 要

予 算 （平成１３年度）当初予算額 １７，０５０，０００（千円）の内数

補正予算額 ８，３６２，２６３（千円）の内数

（平成１４年度）当初予算額 １７，０５０，０００（千円）の内数

措 置 補正予算額 １，５００，５５０（千円）の内数

（平成１５年度）当初予算額 １７，５００，０００（千円）の内数

公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）は、平成１５年４月末現在、２７都道府

施策の 県の７２路線、総延長約３８９．８ｋｍの路線で導入。

実績及 ２００５年までに全国主要都市のバス路線においてＰＴＰＳを導入するた

び今後 め、今後とも引き続き整備を推進。

の方針

等

担当部局：警察庁交通局交通規制課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５８１－０１４１

ＦＡＸ：０３－３５９３－２３７５

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 交通情報提供事業の促進対策

民間事業者による交通情報の提供は、カーナビゲーション装置等の多様なメ

施策の ディアを用いた高度なものとなっているが、このような民間事業が適正に行わ

れることにより、運転者の経路選択が適切に行われることを通じて、交通流の

円滑化を図る。その結果、渋滞が緩和され、早期に目的地に到着できた自動車

概 要 のエンジン稼働時間は渋滞時と比べ短縮され、排熱も低減されることからヒー

トアイランド対策に資する。

（平成１４年度） １，２１２，９３２（千円）

予 算 （平成１５年度） ２６４，５２１（千円）

措 置

交通情報提供事業者等が提供する交通情報の正確性及び適切性を検証するた

施策の めの交通情報検証システムを整備。

実績及 今後、交通情報検証システムを活用するとともに、２００４年度までにカー

び今後 ナビゲ－ション等で必要となる交通規制情報のデータベース化を図るため、引

の方針 き続き整備を推進。

等

担当部局：警察庁交通局交通規制課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５８１－０１４１

ＦＡＸ：０３－３５９３－２３７５

部 局

その他



ー ヒートアイランドに関する施策
・屋外教育環境整備事業 初等中等教育局施設助成課 11

・環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モデル 初等中等教育局施設助成課 12

ー ヒートアイランドに関する調査研究
・地球環境総合推進計画 研究開発局宇宙開発利用課 13

ヒートアイランド対策に資する施策（文部科学省）

10



1 1

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 屋外教育環境整備事業

芝生化など校庭の緑化や屋上緑化等を実施し，公立学校の屋外教育環境の整

施策の 備充実を図る事業について，その経費の一部を国が補助する。

概 要

予 算 （平成１３年度） 公立学校施設整備費 （千円）の内数161,935,000

（平成１４年度） 公立学校施設整備費 （千円）の内数140,245,000

（平成１５年度） 公立学校施設整備費 （千円）の内数145,245,000

措 置

施策の 補助実績

実績及 （平成１３年度） １５３件

び今後 （平成１４年度） １６４件

の方針

等

担当部局：文部科学省初等中等教育局施設助成課調査・指導係

担 当 ＴＥＬ：０３－５２５１－４１１１(内)２０７８

ＦＡＸ：０３－３５９３－７７９８

部 局

その他



1 2

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モ

デル事業

エコスクールの整備推進を図るため，公立学校施設整備の新増改築事業又は

施策の 大規模改造事業に併せて，屋上・壁面緑化等を整備する場合にパイロット・モ

デル事業として認定する。

概 要

予 算

措 置

パイロット・モデル事業の認定実績

施策の （平成１３年度） ５８件

実績及 （平成１４年度） ８８件

び今後 （平成１５年度） ９７件

の方針

等

担当部局：文部科学省初等中等教育局施設助成課技術係

担 当 ＴＥＬ：０３－５２５３－４１１１（内２０７８）

ＦＡＸ：０３－３５９３－７７９８

部 局

その他



1 3

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

地球環境総合推進計画

施策名

宇宙からの人工衛星による地球観測、地上設備によるデータの受信、記録、

施策の 処理、保存、提供、データの解析研究、応用利用、各種地球観測技術衛星に関

する研究等を含めた「地球観測システム」を構築し、ヒートアイランド対策を

行うにあたって必要な地表の温度、土地利用状況などのヒートアイランド現象

概 要 に関係する現象を観測する。あわせて、これらをさらに高性能化、高精度化す

るために、次世代の地球観測衛星ミッションの研究を行う。

（平成１３年度）２９，２０３百万円

予 算 （平成１４年度）２０，５８０百万円

（平成１５年度）２１，４４６百万円（ 前半分 ８，３７１百万円）NASDA

措 置

ＡＤＥＯＳ、ＪＥＲＳなどの地球観測衛星による観測を行うとともに、これ

施策の らのデータを用いた土地利用分類図、地表面温度などの抽出のためのアルゴリ

実績及 ズム開発、データの校正・検証を行っている。

び今後 今後は、さらに高性能化、高精度化するために、次世代の地球観測衛星ミッ

の方針 ションの研究、昨年度打ち上げられたＡＤＥＯＳ－Ⅱによる土地利用分類図の

等 作成アルゴリズム等の研究、データの校正・検証を行う。

担当部局：研究開発局宇宙開発利用課

担 当 ＴＥＬ：０３－５２５３－４１５３

ＦＡＸ：０３－５２５３－４１５５

部 局

その他



－ ヒートアイランドの調査に関する施策
多面的機能維持増進調査 農村振興局計画部資源課 15

健全な水循環系の構築｛国土開発事業調整費（調査の部）｝ 農村振興局計画部土地改良企画課計画調整室 16

ヒートアイランド対策に資する施策（農林水産省）

14
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 多面的機能維持増進調査

農業が有する多面的機能のうちその自然科学的な機能（気候緩和機能、水源

施策の かん養機能、洪水防止機能等）について，定量的把握と適正な評価手法を確立

する調査事業において、都市部等が発散する熱を水田等が緩和する気候緩和機

能について調査を実施。

概 要

（平成１２年度） ９０，２００千円

予 算 （平成１３年度） １２５，０００千円

（平成１４年度） １２５，０００千円

（平成１５年度） １２５，０００千円（要求額）

措 置

全国の５地区において農業の持つ多面的機能について調査しており、そのう

施策の ち３地区（山形県米沢市、三重県津市、大阪府泉南市）において水田等の持つ

実績及 気候緩和機能について調査を実施している。本年度は２地区において中間結果

び今後 を取りまとめる予定。

の方針 なお、水田等の持つ気候緩和機能については、新たな地区においても定量的

等 評価を引き続き実施する方針。

担当部局：農村振興局 計画部 資源課

担 当 ＴＥＬ： （ ）03-3502-8111 4737,4741

03-3502-7587ＦＡＸ：

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 健全な水循環系の構築

水循環系の健全化のために農地・農業用水が果たすべき役割及び健全化に向

施策の けた総合施策について検討し、各地域・流域における取り組みを推進するため

のガイドラインの作成等を関係省庁と連携して実施。

概 要

国土開発事業調整費（調査の部）

予 算 （平成１２年度） １１，９４６(千円)

（平成１３年度） １１，９８０(千円)

措 置

全国における水循環系の健全化に対する取り組みを推進するためのガイド

施策の ラインの策定（平成１３年度までの成果を基に平成１４年度～１５年度にかけ

実績及 て策定）

び今後

の方針

等

担当部局：農村振興局土地改良企画課計画調整室

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－３７４９

ＦＡＸ：０３－３５０１－４９５０

部 局

健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議が、厚生労働省、林野庁、経

その他 済産業省、国土交通省、環境省で構成されている。



－省エネ法に基づく施策

トップランナー方式による機器の性能向上
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部省エネルギー対策課 18

省エネ法改正による民生業務部門への対策強化
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部省エネルギー対策課 19

－省エネルギー技術開発

エネルギー使用合理化技術戦略的開発費補助金
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部省エネルギー対策課 20

－新エネルギー技術開発

太陽光発電技術研究開発等
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 21

産業等用太陽光発電フィールドテスト事業
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 22

太陽光発電新技術等フィールドテスト事業
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 23

－省エネルギー・新エネルギーの普及・導入を図るための支援

地域省エネルギー普及促進対策費補助金
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部省エネルギー・新エネ
ルギー部政策課

24

エネルギー使用合理化事業者支援補助金
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部省エネルギー対策課 25

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部省エネルギー対策課 26

地域新エネルギー導入促進対策
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 27

新エネルギー事業者支援対策
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 28

住宅用太陽光発電システム導入促進対策
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 29

住宅用太陽熱高度利用システム導入促進対策
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 30

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部新エネルギー対策課 31

省エネ新エネ草の根支援事業
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部政策課 32

地域地球温暖化防止対策支援事業
資源エネルギー庁省エネルギー・新
エネルギー部政策課 33

自動車税のｸﾞﾘｰﾝ化及び低公害車･低燃費車に係る自動車取得税の特例措置延長･拡充
経済産業省製造産業局自動車課（経
済産業・国土交通・環境３省共同） 34

－熱供給事業関係

熱供給事業の普及・促進
資源エネルギー庁電力・ガス事業部
政策課熱供給産業室 35

ヒートアイランド対策に資する施策（経済産業省）

17



18

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 トップランナー方式による機器の性能向上

省エネ法の対象となる特定機器についてトップランナー方式による性能基

施策の 準の設定を行っている。トップランナー方式とは現在商品化されている機器

の中でもっとも省エネ性能の優れたもの以上を基準として機器の効率化を図

る制度で、現在、エアコン、冷蔵庫、テレビ、自動車等１１品目に導入され

概 要 ている。

予算措置なし

予 算

措 置

対象機器に新たに７品目の機器（ストーブ、ガス温水機器、石油温水機

施 策 の 器、ガス調理機器、電気便座、自動販売機及び変圧器）が追加された。

実 績 及 （平成１４年１２月）

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 省エネ法改正による民生業務部門への対策強化

従来、相当のエネルギーを使用する製造業等５業種の工場に限定されてい

施策の た第一種エネルギー管理指定工場の指定対象を、業種で限定することを止め

て、全業種に指定対象を拡大する。この結果として、オフィスビル、大規模

小売店舗、ホテル、病院等も第１種エネルギー管理指定工場の指定対象に加

概 要 わり、将来的な省エネ計画（中長期計画）の作成・提出、定期の報告等が義

務づけられることとなった。

予算措置なし

予 算

措 置

上記施策を含む改正省エネ法が、平成１４年６月７日に公布され、平成１

施 策 の ５年４月１日から施行予定。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エネルギー使用合理化技術戦略的開発費補助金

平成１４年６月にとりまとめた「省エネルギー技術戦略」に沿って、シー

施策の ズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体等から幅広く公募を行い、

需要側の課題を克服する技術開発を戦略的に実施する （補助率１０／１０、。

２／３、１／３）

概 要

（平成12年度） ０百万円

予 算 （平成13年度） ０百万円

（平成14年度） ０百万円

（平成15年度） ５，１１５百万円（予定額）

（うち３，４６４百万円は交付金化）措 置

平成１４年６月にとりまとめた「省エネルギー技術戦略」に沿って、

施 策 の シーズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体等から幅広く公募を

実 績 及 行い、需要側の課題を克服する技術開発を戦略的に実施する （補助率。

び 今 後 １０／１０、２／３、１／３）

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

平成１５年度新規

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 太陽光発電技術研究開発等

建材一体型等新商品の開発や価格の低下により導入が進みつつある太陽光

施策の 発電について、早期の市場自立化のため一層の低コスト化（２０１０年に現

在の１／２、２０２０年に現在の１／４）を目指した技術開発を推進すると

太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な評価技術やリサイクルともに、

・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を実施する。概 要

（平成１３年度） ６，３５９百万円

予 算 （平成１４年度） ７，３００百万円

（平成１５年度） ７，４２０百万円（予定額）

措 置

施策の 平成１４年度までに、建材一体型等新商品の開発や価格の低下により導

実 績 及 入が進みつつある太陽光発電について、早期の市場自立化のため一層の

び 今 後 低コスト化を目指した技術開発を実施。

太陽光発電システムの大量普及時に不可欠なの方針 さらに、平成１５年度は、

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等

等を実施する。

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光

その他 発電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発

電設備等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を延長。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 産業等用太陽光発電フィールドテスト事業

産業用など新たな設置場所への太陽光発電の本格的普及と新型太陽光発電

等の開発・標準化を促進するため、ＮＥＤＯと設置者による共同実証試験（設施策の

置者負担：設置費の１／２）を実施する。

概 要

（平成１３年度） １，９９０百万円

予 算 （平成１４年度） ４，５００百万円

（平成１５年度） ２６２百万円（予定額）

措 置

平成１４年度までに、産業用など新たな設置場所への太陽光発電の本格的

普及と新型太陽光発電等の開発・標準化を促進するため、ＮＥＤＯと設置者に施策の

よる共同実証試験（設置者負担：設置費の１／２）を実施した。実績及

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光

その他 発電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発

電設備等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を延長。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 太陽光発電新技術等フィールドテスト事業

新型太陽電池、新型機器、新システム及び新工法等の新技術等による太陽

光発電システムの有効性の実証及び設置範囲の拡大を図るため、ＮＥＤＯと設施策の

置者による共同実証試験（設置者負担：設置費の１／２）を実施する。

概 要

（平成１３年度） ０百万円

予 算 （平成１４年度） ０百万円

（平成１５年度） ３，４９６百万円（予定額）

措 置

新型太陽電池、新型機器、新システム及び新工法等の新技術等によ今後、

る太陽光発電システムの有効性の実証及び設置範囲の拡大を図るため、ＮＥＤ施策の

Ｏと設置者による共同実証試験（設置者負担：設置費の１／２）を実施する。実績及

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光

その他 発電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発

電設備等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を延長。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域省エネルギー普及促進対策費補助金

地方公共団体等が、地域レベルでの省エネルギー導入の取り組みを促進す

施策の るため、地方公共団体自ら導入・改修する省エネルギー設備のうち、先進的

な事例に対して、これに要する費用の１／２を補助。

また、本事業における導入事例を普及・広報するための取り組み（普及啓

概 要 発事業）に対して、定額を補助。

（平成１２年度） ８８０百万円

予 算 （平成１３年度） ３，７６０百万円

（平成１４年度） ３，７６０百万円

（平成１５年度） ２，８１０百万円（予定額）

措 置

平成１４年度までに、地域レベルでの先進的な省エネルギー設備の導

施 策 の 入・改修を行う地方公共団体に対し、事業費の１／２を補助した。また、

実 績 及 本事業における普及・広報するための取り組みに対して、定額を補助した。

び今後

の方針 平成１３年度実績 設備導入事業 ３１件

等 普及啓発事業 ４件

平成１４年度実績 設備導入事業 ５４件（３月現在）

普及啓発事業 ７件（３月現在）

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策

担 当 課ＴＥＬ：０３－３５０１－１７２８（直）

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－５３０８（直）

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エネルギー使用合理化事業者支援補助金

省エネルギー効果が高く、かつ、政策的意義の高い事業（例えば、経団連

施策の 自主行動計画等の実現を図るための事業等）について、より重点的な支援を

実施し、設備導入費、設備改修費、システム費用等を補助する（補助率１／

３以下 。）

概 要

（平成12年度） ５，０９６百万円

予 算 （平成13年度） ９，０９５百万円

（平成14年度） ９，０９５百万円

（平成15年度） １２，２８１百万円（予定額）

措 置

施 策 の 平成１３年度実績 採択件数： ７０件

実 績 及 平成１４年度実績 採択件数：１１９件

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金

＜先導的システム支援事業＞

施策の 住宅・建築物に関する高効率エネルギーシステムのアイディアを公募し、

これらを消費者や事業者が導入する際に、導入費用の一部を補助する （補助。

率１／３）

概 要 ＜高効率機器導入支援事業＞

個々の機器に高い効率性が認められ、かつ、政策的に導入促進を図る必要

がある住宅・建築物用の機器【①高効率給湯器（ＣＯ２冷媒ヒートポンプ給

湯器、潜熱回収型給湯器、ガスエンジン給湯器 、②ＢＥＭＳ（ビルエネルギ）

ーマネージメントシステム 】を導入する者に対して、導入費用の一部を補助）

する （①補助率 従来機器との価格差の１／２ ②補助率１／３）。

予 算 （平成12年度） １，４０３百万円

（平成13年度） ３，３９６百万円

措 置 （平成14年度） １２，３０５百万円

（平成15年度） １３，４０５百万円（予定額）

施 策 の 平成１３年度実績 採択件数： １，１１７件

実 績 及 平成１４年度実績 採択件数：２６，７２３件

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー対策課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域新エネルギー導入促進対策

地域において風力発電、太陽光発電、太陽熱利用、廃棄物発電等の新エネ

施策の ルギーの大規模・集中導入等、先進的な取り組み等を行う地方公共団体等に

対して、事業費の１／２以内及び普及啓発費（定額）を補助する。

概 要

（平成１３年度）１１，５０２百万円

予 算 （平成１４年度）１２，７０２百万円

（平成１５年度）１２，７１０百万円（予定額）

措 置

平成１３年度実績 採択件数 ７２（３６）件

平成１４年度実績 採択件数 １１４（６８）件施策の

（ ）内は新規の件数で内数実績及

今後も継続して実施予定。び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光

その他 発電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発

電設備等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を延長。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 新エネルギー事業者支援対策

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（新エネ法 」に基づき認）

、施策の 定を受けた利用計画に従って新エネルギーを導入する先進的な事業者に対し

事業費の１／３以内を補助する。

概 要

（平成１３年度）１４，０４０百万円

予 算 （平成１４年度）２３，６１８百万円

（平成１５年度）３８，８１８百万円（予定額）

措 置

平成１３年度実績 採択件数 ７０（４７）件

平成１４年度実績 採択件数 １０２（６４）件施策の

（ ）内は新規の件数で内数実績及

※平成１４年度実績については、１月末までに補助金交付決定を終えたものび今後

今後も継続して実施予定。の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光

その他 発電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発

電設備等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を延長。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅用太陽光発電システム導入促進対策

太陽光発電の早期市場自立化を促進するため、住宅用太陽光発電システム

施策の を設置する者に対する補助（定額）を実施する。

概 要

（平成１３年度）２３，５０６百万円

（平成１４年度）２３，２０４百万円予 算

（平成１５年度）１０，５００百万円（予定額）

措 置

平成１４年度までに、太陽光発電の早期市場自立化を促進するため、住宅

施 策 の 用太陽光発電システムを設置する者に対する補助（定額）を実施。

実績及 今後も継続して実施。

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光

その他 発電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発

電設備等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を延長。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅用太陽熱高度利用システム導入促進対策

導入潜在性の高い太陽熱利用機器について、コスト低減による早期市場自

施策の 立化を促進するため、住宅用太陽熱高度利用システムを設置する者に対し補

助（定額）を行う。

概 要

（平成１３年度） ０百万円

（平成１４年度） ６，０００百万円予 算

（平成１５年度） ２，８００百万円（予定額）

措 置

施策の 今後、導入潜在性の高い太陽熱利用機器について、コスト低減による早

実 績 及 期市場自立化を促進するため、住宅用太陽熱高度利用システムを設置する

び 今 後 者に対し補助（定額）を行う。

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光

その他 発電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発

電設備等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を延長。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 クリーンエネルギー自動車等導入促進対策

クリーンエネルギー自動車の普及を促進するため、導入しようとする者に

対し通常の自動車との価格差の１／２以内を補助するとともに、燃料等供給設施策の

備（エコ・ステーション）設置しようとする者に対し定額補助等を行う。

概 要

（平成１３年度） ８，０１０百万円

（平成１４年度）１７，０００百万円予 算

（平成１５年度）１５，４３３百万円（予定額）

措 置

平成１３年度実績 導入件数 自動車 １５，６０５台

エコステーション ３６件施策の

平成１４年度申請 導入件数 自動車 １１，４６２台（３月現在）実績及

エコステーション ５２基（３月現在）び今後

の方針 今後も継続して実施。

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制を実施。

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 省エネ新エネ草の根支援事業

民間団体（ＮＰＯ）等が、地域における省エネルギーの推進や新エネルギ

施策の ーの導入を図ることを目的として、省エネ新エネ設備を自らが導入又は第三

者の導入に対し支援を行う場合、また、民間団体（ＮＰＯ）等が自ら新エネ

省エネの普及啓発事業を行う場合に、これに要する費用について、１／２を

概 要 補助。

（平成１２年度） １，８２７百万円

予 算 （平成１３年度） １，８２７百万円

（平成１４年度） １，５２０百万円

（平成１５年度） １，３９８百万円 （予定額）

措 置

平成１３年度実績 設備導入事業 ３１件

施策の 普及啓発事業 １２９件

９４件実績及 平成１４年度実績 設備導入事業

び今後 普及啓発 １８１件

今後も継続して実施予定。の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策

担 当 課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－１７２８

ＦＡＸ：０３－３５８０－５３０８

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域地球温暖化防止対策支援事業

地方公共団体又は地方公共団体と連携をしている民間団体等が省エネルギ

施策の ーと新エネルギーを組み合わせた設備設置事業等地球温暖化に資するモデル

事業的な活動を行う場合に支援を実施。

概 要

（平成１４年度） ６００百万円（新規）

（平成１５年度） ７００百万円（予定額）予 算

措 置

平成１４年度実績 ３２件（３月現在）

今後も継続して実施予定。施策の

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策

担 当 課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－１７２８

ＦＡＸ：０３－３５８０－５３０８

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

・環境負荷の小さい自動車等に係る特例措置（自動車税のグリーン化）の延長

施策名 及び拡充（自動車税）

・低公害車・低燃費車に係る特例措置の延長及び拡充（自動車取得税）

施策の 排出ガス及び燃費性能が優れた環境負荷の小さい自動車の開発・普及を促進

する特例措置の適用期限を延長するとともに、特例措置の対象を拡充する。こ

概 要 れにより、運輸部門におけるエネルギー消費の約９割を占める自動車のエネル

ギー効率の向上が図られ、排熱の抑制を図る。

○自動車税

低排出ガスかつ低燃費車について軽減する措置及び一定以上の車齢の自動車

税制上 については重課する措置について、延長を図るとともに、対象に低燃費かつ低

排出ガスと認定されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いられる燃料電池自動車等

の措置 を追加する。

○自動車取得税

低燃費車・低公害車に係る特例措置を延長するとともに、低燃費かつ低排出

ガスと認定されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いられる燃料電池自動車を追加

する。

環境負荷の小さい自動車の開発・普及の促進については、地球環境問題、大

施 策 の 気汚染問題への対応のみならず、低燃費化により排熱の抑制が図られることか

実 績 及 ら、ヒートアイランド対策として有効である。

び今後 従来の施策の推進を通じ、平成１４年度上半期には全新規登録台数の約6割

の 方 針 が対象車となる等着実に成果が現れている。

等 平成15年度においても、京都議定書により定められた温室効果ガス排出削減

、 、目標の達成のみならず 深刻化するヒートアイランド問題への対応を図るため

引き続き施策を推進する。

担当部局：経済産業省製造産業局自動車課

担 当 国土交通省総合政策局環境・海洋課 自動車交通局環境課

部 局 環境省環境管理局自動車環境対策課

ＴＥＬ：3501-1690（経済産業省） ＦＡＸ：3501-6691（経済産業省）

5253-8262（国土交通省） 5253-1549（国土交通省）

5521-8302（環境省） 3593-1049（環境省）

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

熱供給事業の普及・促進施策名

熱供給事業は、冷熱・温熱を供給するという役割のみならず、電気・ガス
施策の の負荷平準化、石油代替エネルギー政策への寄与、省エネルギー効果、都市

景観の向上、二酸化炭素排出削減等の環境問題対策及び都市防災機能への寄
与についても重要な役割を担う事業であり、総合的なエネルギー利用効率を

概 要 図るという観点からも重要な事業である。特に河川水、下水、ゴミ焼却廃熱
等の未利用エネルギーやコジェネレーション排熱を活用しうるシステムであ
ることから、地球温暖化防止及び都市部のヒートアイランド対策としての役
割が期待されているところ。
しかし、一方で、基盤的インフラ整備事業という性格から、大規模な設備
を要し、イニシャルコストが極めて高いため、事業への参入が必ずしも容易
でない。このような状況の中で、熱供給事業の普及・促進を図るため、税制
・財投・予算といった政策的支援により普及促進に努めている。

【税制】
予 算 熱供給事業者が取得した償却資産の固定資産税の課税標準の特例 等

【財投】
措 置 熱供給事業法に基づく地域冷暖房を対象とする日本政策投資銀行の融資制

度
【予算措置】等
未利用エネルギーを活用した熱供給事業を円滑に導入するため、特に助成
すべきプロジェクトについて基本的な計画を策定するための事業調査費
（平成12年度） １７６百万円
（平成13年度） ７９百万円
（平成14年度） ７８百万円
（平成15年度） １４３百万円（予定額）
＊その他、熱供給事業に特定した予算措置ではないが、新エネルギー事業者
支援対策事業費補助金等の予算を活用することが可能。

平成１５年１月１日現在、熱供給事業の許可を受けているもの
施策の ９０社１５２地区（うち操業中８７社１４６地区）
実績及
び今後 ・未利用エネルギーを活用している地区 ３９地区
の方針 ・コージェネレーションの排熱を活用している地区 ４１地区
等 ・蓄熱層を活用している地区 ７３地区

担 当 担当部局：経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課熱供給産業
部 局 室

ＴＥＬ：０３－３５０１－３５４７
ＦＡＸ：０３－３５８０－８４８１

未利用エネルギー等を活用した熱供給事業は、平成１３年度に中央環境審
その他 議会地球環境部会目標達成シナリオ小委員会がまとめた資料において、京都

議定書に定められた目標を実現するための対策技術として、優先的に取り組
むべき位置づけにあることが示されている。
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都市域における快適性と安全性向上に資する風系構造の解明 建研）環境研究Ｇ 45

－

都市における公園緑地の整備・保全 都）公園緑地課 46

緑化施設整備計画認定制度 都）緑地環境推進室 47

市街地再開発事業における緑地整備 都）市街地整備課,住）市街地建築課48

環境配慮型官庁施設（グリーン庁舎）等の整備の推進 官）(営)設備課、建築課 49

屋上・壁面・特殊緑化技術コンクール 都）緑地環境推進室 50

都市山麓グリーンベルトの整備 河）(砂)砂防計画課 51

港湾緑地の整備 港）環境整備計画室 52

空港周辺環境対策 航）環境整備課 53

エコエアポートの推進 航）(飛)建設課 56

－

水の活用によるヒートアイランド緩和策の検討 土）(水)水資源政策課 57

健全な水循環の構築 土）(水)水資源計画課 58

水循環再生構想の策定推進 河）河川環境課 59

流域貯留浸透事業 河）河川環境課 60

下水処理水の路面散水 都）(下)下水道企画課 61

下水道による都市の水・緑環境の整備 都）(下)下水道企画課 62

都市廃熱処理システムに関する調査検討経費 都）街路課 63

地域冷暖房に対する日本政策投資銀行の低利融資 都）市街地整備課 64

－

住宅ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに基づく地公体施策住宅に係る住宅金融公庫等融資の特別割増制
度

住）住環境整備室 65

省エネ法等に基づく住宅・建築物の省エネルギー化の推進 住）住宅生産課,建築指導課 66
環境共生住宅市街地モデル事業 総）宅地課,住）住宅生産課 67
新規公団賃貸住宅の屋上緑化 住）都市基盤整備公団監理室 68
総合設計制度の活用の促進 住）市街地建築課 69
優良建築物等整備事業における緑地整備 住）市街地建築課 70
住宅市街地整備総合支援事業における市街地の緑化の推進 住）市街地住宅整備室 71
密集住宅市街地整備促進事業における市街地の緑化の推進 住）市街地住宅整備室 72
住宅地区改良事業等における市街地の緑化の推進 住）市街地住宅整備室 73

－（その他、人工排熱低減施策）

低公害車普及促進対策費補助 自）企画室,貨物課,(技)環境課 74

自動車税のｸﾞﾘｰﾝ化及び低公害車･低燃費車に係る自動車取得税の特例措置延長･拡充 総）環境・海洋課,自）環境課 75

下水熱の有効利用 都）下水道企画課 76
燃料電池等の新エネルギーの住宅への導入のための技術開発の推進 住）住宅生産課 77
地域特性を活かしたエネルギー活用社会形成モデル事業 北）企画課 78

・

大都市圏における都市環境インフラの再生 国）大都市圏計画課 79

大都市圏における自然環境の保全を図るため近郊緑地保全区域の指定を行うとともに、緑の拠点の形成、公
園、河川、道路の連携による「緑の回廊構想」の推進等広域的視点に基づく水と緑のネットワークの形成を推
進

「国土交通省重点施策(H14.8.8策定)」と具体的ヒートアイランド対策施策

水面積の拡大や雨水の貯留・浸透、下水処理水の路面散水、循環水の活用による都市排熱の区域外処理シ
ステムの検討等の実施

政策金融や環境共生住宅市街地モデル事業等による住宅・建築物における対策の推進

※（ゴシック体）国土交通省重点施策　（囲み部明朝体）具体的ヒートアイランド対策施策

都市のヒートアイランド現象解消のため、調査・研究から具体的事業、誘導措置まで、相互に連携して総合的
に実施。特に、東京・大阪などの都市再生緊急整備地域においては、関係地方公共団体や研究機関、事業者等
と連携しながら、集中的に関連施策を実施

気象データの分析、都市気候モデルの活用による実態の解明及び土地利用形態の変更等に伴う気候変化に
関する数値実験を実施（その他、関連の調査・研究）

借地公園の整備、民有地での屋上・壁面緑化等、市街地における緑とオープンスペースの機動的確保

36
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地球温暖化精密予測情報の提供（都市気候解析業務の整備）

都市気候モデルを開発・改良するとともに都市気候解析システムを構築し、

施策の ヒートアイランド現象の実況監視と機構解明を行う。さらに都市化の影響を含

む大都市圏の気候変化を予測し、都市レベルでの細密な気候の監視・予測情報

を提供する。

概要

（平成 年度） （千円）14 36,880

予 算 （平成 年度） （千円）15 36,893

措 置

施策の 関東地方を対象として、都市化の影響を考慮した気候の予測結果を平成14年

実績及 度に公表した。

、 、び今後 平成15年度には 都市気候モデルを活用した都市気候解析システムを開発し

の方針 観測データとの比較及びシステム性能評価の結果を踏まえて、無降水時におけ

等 る気温分布の解析を行う。また、排熱量の変化が気温分布にもたらす効果を評

価する。

担 当 担当部局：気象庁気候・海洋気象部気候情報課

部 局

ＴＥＬ： 、 （夜間直通）03-3212-8341 (3152) 03-3211-8406

0298-64-4356ＦＡＸ：03-3211-8406

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 ヒートアイランド現象の緩和に資する緑地等の配置に関する検討調査

各主体において実施されている最新の調査研究により解明されてきたヒート

施策の アイランド現象の実態、形成要因及び現象緩和のための対策のあり方を調査す

るとともに、政令市等で行われている先行的な取り組みを併せて調査し、ヒー

トアイランド現象緩和のために効果的な緑地等の計画のあり方を検討する。

概 要

予 算 平成 年度 ９百万円（新全国総合開発計画推進調査費）14

措 置

施策の 平成 年度の単年度調査であり、調査結果については、都市計画制度の運14

実績及 用に関する原則的な考え方を国が地方公共団体に対して示す「都市計画運用指

び今後 針」等へ反映することを考えている。

の方針

等

担当部局：国土交通省都市・地域整備局都市計画課

担 当

03-5253-8111 32664 03-5253-1590部 局 ＴＥＬ： （内 ） ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市におけるヒートアイランド現象の緩和方策検討調査

、 、蓄熱の減少及び水分蒸発量の増大効果を有する緑地の配置計画 緑化手法等

施策の ヒートアイランド対策に資する建築物の形状、素材、色彩及びその周辺の植栽

、 、等の整備方策等について具体的に検討し それらの効果を評価することにより

都市の状況（立地条件、周辺の土地利用等）に応じたヒートアイランド現象の

概 要 緩和に資する緑地整備、再開発事業等のあり方についての検討を行うものであ

る。

予 算 （平成 年度）50,087（千円）14

措 置

、 、施策の 緑地の配置計画・緑化手法等及び建築物の形状等について 具体的に検討し

実績及 それらの効果を評価することにより、都市の状況に応じたヒートアイランド現

び今後 象の緩和に資する緑地整備、再開発事業等のあり方についての検討を行う。

の方針

等

担 当 担当部局：国土交通省都市・地域整備局公園緑地課緑地環境推進室

03-5253-8111(32-963)部 局 ＴＥＬ：

5253-1593ＦＡＸ：03-

担当部局：国土交通省住宅局住宅生産課

03-5253-8111(39-428)ＴＥＬ：

5253-1629ＦＡＸ：03-

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 宅地利用動向調査（細密数値情報）

（ ） 、宅地供給の逼迫している大都市圏 首都圏・中部圏・近畿圏 を対象として

施策の 商業地、住宅地など土地の利用状況を空中写真、住宅地図等の資料を基に５年

周期で調査し、その成果を × メッシュの細密数値情報としてとりま10m 10m

とめる。

概 要 本調査により得られた緑地地区や都市機能地区等の土地利用の経年変化など

の細密数値情報は、都市域における土地利用の変化と温度変化との相関を解析

するための基礎データ等となるものであり、ヒートアイランド問題のより詳細

な解明に資するものである。

昭和５６年度から実施

予 算 平成１１年度 ８４百万円

平成１２年度 ８４百万円

平成１３年度 ８４百万円

措 置 平成１４年度 ８４百万円

平成１５年度 ８４百万円 （内示額）

首都圏約 平方ｋｍ、中部圏約 平方ｋｍ、近畿圏約 平方ｋ8,300 2,800 3,600

、 。施策の ｍの地域を対象に ほぼ５年周期で５時期の土地利用データを整備済みである

実績及 現在、６時期のデータを、 等で利用する際のニーズに適合できるようベGIS

び今後 クトル形式で整備中である。

の方針

等

担当部局：国土地理院地理調査部社会地理課

担 当

029-864-5922 029-864-1804部 局 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 国土環境モニタリング

環境の変化を迅速・的確に把握することができる人工衛星リモートセンシン

施策の グ技術を用いて、全国の土地被覆・土地利用を観測し、国土環境の現況と変動

を明らかにするとともに、最新の国土環境データを作成する。

国土環境データのうち、土地被覆データは都市環境把握のために、月別植生

概 要 データは気温等との相互関係解明のために、それぞれを活用することにより、

ヒートアイランド現象の実態解明に資するものである。

平成７年度から実施

予 算 平成１１年度 ６百万円

平成１２年度 ６百万円

措 置 平成１３年度 ６百万円

平成１４年度 ６百万円

平成１５年度 ６百万円 （内示額）

１９９５年より、毎年度地球観測データ解析装置（ＥＯＤＡＳ）を用いた地

施策の 球観測衛星 データの取得・解析を実施しており、特に、植生の活性度NOAA

実績及 を示す指標（ ）を月単位で作成・提供している。また、上記植生指標デNDVI

び今後 ータを解析して、全国の土地被覆分類データを作成・提供している。

ALOSの方針 今後は、２００４年に打ち上げ予定である宇宙開発事業団（日本）の

=AdvancedLand Obseving Satellite MODIS =等 ：陸域観測技術衛星 データや（ ） 、 （

米国航空宇宙局( )の地球観測衛星 （テラ）に搭載され現在運用NASA TERRA

されているセンサ）のデータ、高解像度の商用衛星等を利用し、日本全国の植

生・土地被覆分布等をより詳細・高精度に把握し、提供していく予定である。

担当部局：国土地理院地理調査部環境地理課

担 当

029-864-5936 029-864-1804部 局 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エネルギーと資源の自立循環型住宅・都市基盤整備支援システムの開発

本課題では、ヒートアイランド抑制に資する技術開発として、以下に示す検

討により、住宅における電力やガスなどのエネルギー消費を大幅に削減する技

術の開発・普及を目指すものである。

施策の ・個別の住宅における省エネルギー化を図るため、太陽光発電や燃料電池など

の新エネルギーを住宅へ導入する技術、空調換気装置において効率的に電力

消費するためのＩＴ活用技術等を開発。

概要 ・一定の地域にある複数の建物間において、それぞれが必要な温度（熱量）の

差を利用し、建物相互の熱交換によって、発生する余熱を有効利用する技術

の開発。

予 算 平成１３年度から実施

平成１３年度 百万円（国総研）＋ 百万円（建研）44 44

措 置 平成１４年度 百万円（国総研）＋ 百万円（建研）57 54

平成１５年度 百万円（国総研）＋建研運営費交付金の内数（建研）56

施策の 既存の技術的知見を整理するとともに、シミュレーションによるエネルギー

実績及 削減可能性の検討、実験住宅による省エネルギー効果の実証実験、エネルギー

び今後 システム、資源・水循環システム等の新技術の検証を進めている。

、 、 、 、の方針 平成 年度以降 平成 年度を目途に 太陽エネルギー利用 燃料電池等15 16

等 生ごみ・排水リサイクル等新技術の検証や実験住宅を用いた各種省エネ・省資

源技術の実証実験をさらに進めるとともに、自立循環型の住宅をより効率的に

運用するため、建物配置による通風条件の改善やヒートアイランド対策等の都

市環境保全技法の開発を進める。

担 当 担当部局：

部 局 独立行政法人 建築研究所 環境研究グループ

0298-64-6683 0298-64-6775ＴＥＬ： ＦＡＸ：

国土交通省 国土技術政策総合研究所建築研究部 環境・設備基準研究室

0298-64-6774ＴＥＬ： ＦＡＸ：0298-64-4356

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市空間におけるヒートアイランド軽減技術の評価手法に関する研究

施策の 都市域のヒートアイランド現象軽減対策のうち、社会資本整備に関連する対

策を中心に、効果と費用に関する情報を提供することを目的に、都市域におけ

るヒートアイランド現象の解析モデルの開発と屋上緑化、自動車などの人工排

概 要 熱削減、舗装面の高温化防止などの様々な対策実施による気温低減やエネルギ

、 。ー消費量削減の効果を算出し 費用対効果を分析する手法の研究を行っている

平成１０年度から実施

平成１０年度 ６百万円

予 算 平成１１年度 ７百万円

平成１２年度 ９百万円

平成１３年度 ６百万円

措 置 平成１４年度 ７百万円

平成１５年度 運営費交付金の内数

施策の ・東京都区内を対象に、屋上緑化などの実施による気温低減効果を推計した。

実績及 ・現在と将来における自動車排熱量、家庭部門・業務部門の人工排熱量の時空

び今後 間分布を推定した。

の方針 ・平成 年度までに、各対策実施による気温低減効果やエネルギー消費量・15

等 二酸化炭素排出量削減効果、実施費用について検討結果をまとめる予定。

担 当 担当部局： 独立行政法人 土木研究所水工研究グループ（水理水文）

部 局

0298-79-6779 0298-79-6737ＴＥＬ ： ＦＡＸ ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 ヒートアイランド対策効果の定量化に関する研究

①本研究は、屋上緑化など建築物における様々なヒートアイランド対策による

施策の 効果を定量化し、評価する手法（都市気候予測システム）を開発し、有効な

対策を合理的に導くことを目的とする。開発した都市気候予測システムに屋

上緑化などの対策を適用し、数多くの計算例を実施して対策効果の定量化を

概 要 行う。

②ヒートアイランド対策が屋外空間における人の体感温度に与える影響を予測

する手法の開発。

平成１４年度から実施

予 算 平成 年度 ２１百万円14

平成 年度 運営費交付金の内数15

措 置 平成 年度 運営費交付金の内数16

施策の概要②は平成 年度のみ実施（下記（その他」を参照）14

①本研究で開発したヒートアイランド対策効果の定量化手法を用いてヒートア

施策の イランド対策に係わる ケースの数値計算を知識ベース化し簡易検索シス3000

実績及 テムとして公開する予定である（環境省委員会と関連 。）

び今後 ②本研究で開発した屋外空間の体感温度を予測する設計支援ツールは都市公団

の方針 の具体的な事業に反映される見こみである（実施例を都市公団パンフレットに

等 掲載予定 。）

担 当 担当部局：独立行政法人建築研究所環境研究グループ

部 局

0298-64-6683 0298-64-6775ＴＥＬ： ＦＡＸ：

施策の概要②：

その他 国土交通省総合技術開発プロジェクト「先端技術を活用した国土管理技術の

開発（平成 ～ 年度 」のサブテーマであり、最終の平成 年度はこの課11 14 14）

題において実施する。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市域における快適性と安全性向上に資する風系構造の解明

都市域における風の流れは、商業・業務ビルや住宅などの建物の不規則な配

施策の 置等により非常に複雑であり、その予測手法は十分に整備されていない。

この状況を踏まえ、本研究では、ヒートアイランド（環境分野）や火災（防

火分野 、風圧力（構造分野）など建物と風に係わる諸問題の対策支援につい）

概 要 て各分野の連携をとり総合的な技術を開発することを目的とする。

特に、卓越風がどのように建物の周りに入り込み、街路や公園などのオープ

ンスペースを伝わってその地区から流出するかについて数値シミュレーション

で解析し、気温影響を検討する。

平成１３年度から実施

予 算 平成１３年度 １２百万円

平成１４年度 １４百万円

措 置 平成１５年度 運営費交付金の内数

本研究で開発した都市風の数値シミュレーション技術は建築の環境、構造、

施策の 防火分野における風対策技術として平成 年度に取りまとめられる予定であ15

実績及 る。都市街路空間に流入する乱流渦の動的予測はヒートアイランド対策におい

び今後 て極めて重要な視点であり、本研究による都市風の数値シミュレーション技術

の方針 は平均場の予測にとどまる一般的モデルと比べて質の高い情報を提供するもの

等 である。今後は熱的モデルの構築に向けて基礎的検討を進めより詳細かつ総合

的なモデル構築を目指す。

担 当 担当部局：独立行政法人 建築研究所環境研究グループ

部 局

0298-64-6683 0298-64-6775ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市における公園緑地の整備・保全

都市緑地保全法に基づき市町村が定める「緑の基本計画」等に基づき、計画
施策の 的かつ総合的な都市緑化、緑地保全を推進。

都市緑化の枢要な部分を形成する都市公園等の整備を推進するとともに、緑

地保全地区等の地域制緑地の指定、市民緑地制度等による緑地の確保等を推進

概 要 し、都市における都市公園等の積極的な整備・創出、緑地の確保・保全等を図

るものである。
公園緑地の整備・保全においては、緑地等のネットワーク化や水面の保全・

整備を図るとともに、大規模な緑地の確保・創出を行うことにより、ヒートア

イランド現象の緩和に大きな効果を有するものである。

直轄事業（国営公園）の実施（整備・維持管理） （すべて国費ベース）

予 算 平成 年度 百万円14 40,292
平成 年度 百万円15 40,816

都市公園等の整備に対する補助（補助率：用地費 、整備費 ）1/3 1/2
措 置 平成 年度 百万円14 100,424

平成 年度 百万円15 93,921
緑地保全地区等に対する補助（補助率：土地の買入れ 、施設整備 ）1/3 1/2
平成 年度 百万円14 7,004
平成 年度 百万円15 7,284

平成 年度末都市公園等の面積13
施策の （全国 （一人当たり公園面積約 ㎡）95,940ha 8.4）

実績及 平成 年度末緑地保全地区の面積13
び今後 （全国）4,852ha
の方針 ＜都市公園法施行令第一条＞

等 一の市町村の区域内の都市公園の住民一人当たりの敷地面積の標準は、十平

方メートル以上。
＜緑の政策大綱＞

都市公園等は、概ね全ての市街地において歩いて行ける範囲に公園の整備を

推進するとともに、公園内の植樹面積の増加に努める。なお、長期的には、住

民一人当たりの都市公園等面積を ㎡とする事を目標とする。20
公的空間における緑の保全・創出の展開を図るとともに、民有緑地について

保全・創出施策の活用を図り、市街地における永続性のある緑地の割合を３割

以上確保する。

担当部局：国土交通省都市・地域整備局公園緑地課

担 当

03-5253-8111 32954 03-5253-1593部 局 ＴＥＬ： （内 ）ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 緑化施設整備計画認定制度

緑化の推進を重点的に図るべき地区として定められた地区内の建築物の敷地

施策の 内（当該建築物の屋上、空地その他の屋外に限る ）において緑化施設を整備。

しようとする者は、整備する緑化施設の概要等を記載した緑化施設整備計画を

作成し、一定の基準（緑化施設を整備する建築物の敷地面積が ㎡以上、1,000

概 要 緑化施設の面積の建築物の敷地面積に対する割合（緑化率）が 以上等）20%

に適合する場合には、市町村長が認定することができる。

認定された緑化施設整備計画に基づいて整備された緑化施設について、固定

資産税の特例措置（整備後５年間は課税標準１２）が適用される。/

緑化施設を整備する民間事業者等に対して、税制による負担の軽減を図るも

予 算 のであり、予算措置はない。

措 置

平成１３年５月の都市緑地保全法の一部改正により、緑化施設整備計画認定

施策の 制度を創設、同年８月から施行されている。平成１４年１１月末時点での認定

実績及 状況は電通新社屋（東京都港区 、汐留シティセンター・松下電工東京本社ビ）

び今後 ル（東京都港区 、デルタビル（広島市 、天神コアビル（福岡市 、山陽ビル） ） ）

の方針 （広島市）となっている。

等

担当部局：国土交通省都市・地域整備局公園緑地課緑地環境推進室

担 当

03-5253-8111 32963 03-5253-1593部 局 ＴＥＬ： （内 ）ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 市街地再開発事業における緑地整備

施策の 市街地再開発事業において、共同施設整備費の緑地整備費を補助対象として

おり、ヒートアイランド現象の緩和に資するものである。

概 要

（平成 年度）３３，６８０百万円の内数11

予 算 （平成 年度）３６，６４９百万円の内数12

（平成 年度）３８，３１２百万円の内数13

（平成 年度）３９，６６９百万円の内数14

措 置 （平成 年度）４０，５３９百万円の内数15

※（市街地再開発事業は昭和 年創設）44

空地における緑地整備で補助利用実績あり。また、今後も所要の予算措置を

施策の 図るとともに、今後も引き続き緑地整備費を補助対象とする予定。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省 都市･地域整備局 市街地整備課

担 当 住宅局 市街地建築課

部 局

03-5253-8111 39-654 03-5253-8515ＴＥＬ： （内線 ） ＦＡＸ：

その他



49

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 環境配慮型官庁施設 グリーン庁舎 等の整備の推進( )

施策の 太陽光発電、複層ガラス、屋上緑化等の環境負荷低減技術を活用した環境配

慮型官庁施設 グリーン庁舎 の整備を推進する。また、既存官庁施設につい( )

ても、環境に配慮した改修 グリーン改修 を計画的に実施する。( )

概 要

予 算 （平成13年度当初） 28,423,000 千円の内数

（平成14年度当初） 25,000,000 千円の内数

措 置 （平成15年度当初） 24,433,000 千円の内数

①平成10年に策定した「環境配慮型官庁施設 (グリーン庁舎) 計画指針」に基

施策の づき、グリーン庁舎の整備を引き続き推進する。

実績及 H13年度までに整備済：岡崎地方合同庁舎等6件

び今後 H 1 4 年 度 整 備 中：新潟第２地方合同庁舎等24件(H14補正10件含む)

の方針 H15年度新規整備予定：高松地方合同庁舎等6件

等 ②平成12年に策定した 官庁施設の環境配慮診断・改修 (グリーン診断・改修)「

計画指針」に基づき、既存官庁施設のグリーン改修を計画的に実施する。

③建築分野全体において、環境対策技術等の普及の促進を図る。

担当部局：国土交通省 大臣官房官庁営繕部

担 当 設備課 ＴＥＬ： （内線 ） ＦＡＸ：5253 15455253-8111 23-635 ­

建築課 ＴＥＬ： （内線 ） ＦＡＸ：5253 15445253-8111 23-434 ­

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 屋上・壁面・特殊緑化技術コンクール

建築物の屋上等特殊空間（通常の方法では緑化が困難とされ、緑化に高度な

施策の 技術を要する空間）の緑化は、都市におけるヒートアイランド現象の緩和、省

エネルギーの推進、生物多様性の確保、景観の向上等都市環境の改善に非常に

有効であり、積極的に推進することが望まれている。このため、屋上等特殊空

概 要 間の緑化について、積極的に取り組み優れた成果をあげている民間企業、公共

団体、個人等を表彰することにより、その一層の普及推進を図り、もって都市

環境の改善を進め、豊かな都市生活の実現に寄与することを目的とし、屋上・

壁面・特殊緑化技術コンクールを行うものである。

屋上等特殊空間の緑化について、積極的に取り組み優れた成果をあげている

予 算 民間企業、公共団体、個人等を表彰するものであり、予算措置はない。

措 置

平成１４年度より実施 （主催：財団法人都市緑化技術開発機構、後援：国。

施策の 土交通省、環境省、東京都、日本経済新聞社）

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省都市・地域整備局公園緑地課緑地環境推進室

担 当

03-5253-8111 32963 03-5253-1593部 局 ＴＥＬ： （内 ）ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市山麓グリーンベルトの整備

施策の 山麓斜面に市街地が接している都市において、土砂災害に対する安全性を

高め緑豊かな都市環境と景観を保全・創出することを目的に、市街地に隣接

する山麓斜面にグリーンベルトとして一連の樹林帯を形成する。

概 要 また、このグリーンベルトの整備により、市街地周辺への無秩序な市街化

の防止や都市周辺に広がる緑のビオトープ空間の創出に寄与する。

（平成１１年度）当初予算額 ４６２，１５９百万円（※）の内数

予 算 （平成１２年度）当初予算額 ４７１，５７２百万円（※）の内数

（平成１３年度）当初予算額 ４５５，７９８百万円（※）の内数

（平成１４年度）当初予算額 ４０３，６６８百万円（※）の内数

措 置 （平成１５年度）当初予算額 ３８６，７９１百万円（※）の内数

※砂防事業費及び急傾斜地崩壊対策等事業費（事業費）

平成７年１月の阪神・淡路大震災時、神戸市を中心に六甲山麓に広がる一連

施策の の市街地が土砂災害に見舞われたことを契機に、都市山麓における土砂災害

実績及 の防止を目的として、砂防えん堤等の土砂災害防止施設の整備とあわせて、

び今後 山麓斜面に一連の樹林帯を形成する「都市山麓グリーンベルト整備事業」を

の方針 創設し、平成８年度六甲山系において着手した。

等 これまでに、１５の都市域で事業が採択され、山腹工や砂防林の整備、既存

樹木を活かした斜面整備などによるグリーンベルト整備を進めている。

担当部局：国土交通省河川局砂防部砂防計画課

担 当

部 局

03-5253-8467 03-5253-1610ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 港湾緑地の整備

みなとに集う人々の潤いと安らぎ、自然とのふれあいの場となる緑地を整備

施策の するとともに、自然と共生する社会の実現に向け、様々な環境保全機能を有す

る大規模な緑地を臨海部の廃棄物海面処分場跡地等を活用して整備することに

より、港湾空間の緑化を推進し、ヒートアイランド対策に資するものとする。

概 要

港湾環境整備事業費補助

予 算 開始年度：昭和４８年度

平成１１年度 緑地等施設事業費 ７，７４１百万円(当初)

平成１２年度 緑地等施設事業費 ７，１４９百万円(当初)

措 置 平成１３年度 緑地等施設事業費 ６，６７６百万円(当初)

平成１４年度 緑地等施設事業費 ７，４０８百万円(当初)

平成１５年度 緑地等施設事業費 ６，６０２百万円(成立額)

港湾空間の緑化率約６％（平成１２年度）を２１世紀初頭までに約１割に向

施策の 上させる。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：港湾局環境整備計画室

担 当

部 局 ＴＥＬ：０３－５２５３－８６８５ ＦＡＸ：０３－５２５３－１６５３

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 空港周辺環境対策（移転補償等事業）

施策の 特定飛行場の周辺区域（第 種区域(第 種区域を含む ）内の住民が区域外2 3 ）

に移転する際に、建物の移転補償及び土地の買入れ等を行う。

（移転補償跡地（買い入れた土地）については、国は緩衝緑地帯の整備等を

概 要 行い、地方公共団体に対し周辺環境基盤施設事業費補助金を交付し、公園等の

整備を促進する）

昭和 年度 事業開始45

予 算 平成 年度 千円(国費)11 7,297,654

平成 年度 千円(国費）12 7,607,017

平成 年度 千円(国費)13 7,763,685

措 置 平成 年度 千円(国費）14 5,710,430

平成 年度(内示) 千円(国費）15 6,746,485

・実績

施策の 平成１３年度末取得面積：２９５．１ｈａ

実績及

び今後 ・今後の方針

の方針 航空機騒音による障害の防止及び軽減、あわせて生活環境の改善に資するた

等 め、住民の意向に応じて移転補償を行い、順次、緩衝緑地帯の整備等の面整備

を実施していく。

担当部局：航空局飛行場部環境整備課

担 当

03-5253-8111 49415 03-5253-1658部 局 ＴＥＬ： ( ) ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 空港周辺環境対策（緩衝緑地帯等整備事業）

施策の 特定飛行場の周辺区域（第３種区域）内の移転補償跡地において緩衝緑地帯

等を整備する。

概 要

昭和 年度 事業開始51

予 算 平成 年度 千円(国費)11 9,484,705

平成 年度 千円(国費）12 8,181,101

平成 年度 千円(国費)13 6,671,770

措 置 平成 年度 千円(国費)14 4,876,545

平成 年度(内示) 千円(国費)15 5,197,108

・実績

施策の 平成１３年度末整備面積：６４．８ｈａ

実績及

び今後 ・今後の方針

の方針 騒音による障害の防止及び軽減、あわせて生活環境の改善に資するため、今

等 後とも積極的に緩衝緑地帯等の整備を進める。

担当部局：航空局飛行場部環境整備課

担 当

03-5253-8111 49415 03-5253-1658部 局 ＴＥＬ： ( ) ＦＡＸ：

その他



55

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 空港周辺環境対策（周辺環境基盤施設整備事業補助）

施策の 特定飛行場の周辺区域（第 種区域）内の移転補償跡地を利用して地方公共2

団体が公園等を整備する場合に補助金を交付する）

概 要

昭和 年度 事業開始53

予 算 平成 年度 千円(国費)11 508,532

平成 年度 千円(国費）12 605,661

平成 年度 千円(国費)13 324,302

措 置 平成 年度 千円(国費)14 164,159

平成 年度(内示) 千円(国費)15 345,956

・実績

施策の 平成１３年度末整備面積：４２．８ｈａ

実績及

び今後 ・今後の方針

の方針 騒音による障害の防止及び軽減、あわせて生活環境の改善に資するため、今

等 後とも公園等の整備を促進する。

担当部局：航空局飛行場部環境整備課

担 当

03-5253-8111 49415 03-5253-1658部 局 ＴＥＬ： ( ) ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エコエアポートの推進

「エコエアポート」とは、空港及び空港周辺地域において、環境の保全、及

施策の び良好な環境の創造を進める対策を実施している空港であり、空港周辺の地域

環境及び地球環境改善の観点から、各種対策を実施するもの。

具体的には、空港本体では、コージェネレーションシステムの導入等による

概 要 省エネルギーや、屋上緑化を含むグリーン庁舎の推進、ごみの減量化、リサイ

クルの推進等により地球温暖化対策を推進し、また空港周辺では、影響の軽減

・解消に向け、民家防音工事や移転補償事業等を推進し、生活環境の改善や地

球温暖化対策にも効果の大きな緑地整備等を進めるもの。

、 、空港本体については 空港毎に具体的メニューの検討を始めるところであり

予 算 現段階での予算措置はなし。

措 置

平成１４年度にエコエアポート・ガイドラインを策定予定。また、平成１５

施策の 年度から概ね３年間で、国の直轄空港において、各空港毎に「エコエアポート

実績及 協議会」を立ち上げ、空港の運用段階で達成すべき環境目標等を規定した「空

び今後 港環境計画」を策定し、これに沿った活動を開始する予定。

の方針

等

担当部局：航空局飛行場部建設課

担 当

03-5253-8111 49538 03-5253-1658部 局 ＴＥＬ： ( ) ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 水の活用によるヒートアイランド緩和策の検討

水の気化熱によるヒートアイランド対策に注目したツールを構築する。この

施策の 解析ツールを使い、ヒートアイランド現象の様々な要因のうち水面、水量の減

少による影響等の現状分析を行い、水を活用したヒートアイランド緩和策のメ

ニューを抽出する。これらのメニューについて、水資源の確保方策、供給ルー

概 要 ト、事業に係わる概算費用等の様々な観点から検討する。その結果から、個別

の対策メニュー及び対策の組合せについて、ヒートアイランド現象の緩和に資

する効果を定量的に分析し、実現性、効果、経済性も含めて総合的に評価し、

効果的・効率的な対策を構築する。

予 算 平成１５年度 ３０，０２０千円 （要求額）

（新規）

措 置

、 、これまで 水の有効利用方策として排水や雨水の雑用水利用を進めてきたが

、 、施策の 近年 特に都市部におけるヒートアイランド現象がクローズアップされており

実績及 水の有効利用の一環として、平成１５年度から水の活用によるヒートアイラン

び今後 ド緩和策の検討に取り組む予定としている。

の方針

等

担当部局：国土交通省土地・水資源局水資源部水資源政策課

担 当

03-5253-8386 03-5253-1581部 局 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

健全な水循環系の構築

施策名

都市化の進展やこれに伴う人口の集中、気象環境の変化等によって、都市部

施策の を中心に生じている水辺の減少等に伴う都市のヒートアイランド化や、河川流

量の減少、水質の悪化等の課題を解決するために、各地域、流域における取組

みを推進するための啓発活動、ガイドラインの作成等を実施する。

概 要

国土開発事業調整費（調査の部） Ｈ１２ ２０百万円（水資源部）

予 算 Ｈ１３ ３０百万円（水資源部）

都市再生プロジェクト事業推進費（調査分）

Ｈ１４ ６０百万円（水資源部）

措 置 行政部費 Ｈ１２ １６０百万円

Ｈ１３ ２０６百万円

Ｈ１４ １２６百万円

Ｈ１５ １４０百万円 （要求額）

施策の 全国における水循環系の健全化に対する取組みを推進するためのガイドライ

実績及 ンの策定（Ｈ１３までの成果を基にＨ１４策定目途）

び今後

の方針

等

担当部局：土地・水資源局水資源部水資源計画課

担 当

部 局 ＴＥＬ：５４５３－８３８７（課直通）

ＦＡＸ：５２５３－１５８２

注：別紙１「水の活用によるヒートアイランド緩和策の検討（３０百万円）

その他 は、上記１４０百万円の内数。



59

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 水循環再生構想の策定推進

、 、急激な都市の開発や近年の小雨傾向により 降雨が地下に浸透しにくくなり

施策の 平常時の河川流量が減少し、湧水が枯渇するなど健全な水循環の確保に支障が

概 要 出ている。また都市域ではヒートアイランド現象が頻発に発生している。

このため健全な水循環の再生をはかるり、またこれによるヒートアイランド

現象の緩和をはかるべく、貯留浸透施設の普及等に関する水循環再生構想の策

定を推進するものである。

平成１４年度 ３０，４３４千円の内数 （当初）

予 算 平成１５年度 ２９，１１２千円の内数 （当初）

措 置

、 （ ） 。これまでに 水循環再生構想策定ガイドライン 案 を検討しているところ

施策の また関連した地下水管理計画（案）を作成。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省河川局河川環境課

担 当

部 局 ： ０３－５２５１－８１１１TEL

： ０３－５２５１－１６０３FAX

その他



60

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 流域貯留浸透事業

都市域において民間開発に伴い設置された既存調整池の容量の拡大や学校・

施策の 公園・一団地等に貯留浸透施設を設置することにより、河川基底流量の増加や

概 要 湧水の復活を可能にし、あわせて水面積の増加により都市のヒートアイランド

減少の緩和をはかる。

予 算 平成１４年度 河川事業費 ５５５，４２８百万円の内数 （当初）

平成１５年度 河川事業費 ５３９，９３４百万円の内数 （当初）

措 置 ＊国費

昭和５８年度から総合治水特定河川（全国１７河川）において事業実施して

施策の おり、小規模施設についても事業範囲を拡大して実施している。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省河川局河川環境課

担 当

部 局 ： ０３－５２５１－８１１１TEL

： ０３－５２５１－１６０３FAX

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 下水処理水の路面散水

施策の 晴天時に下水処理水を路面に散水し、その水が蒸発する時に気化熱を奪うこ

とを利用して、路面温度の低下を図る。

概 要

予 算 試験的導入であり、散水施設に対する予算措置なし

（ （ ） ）ただし散水用の下水処理水 高度処理水 は下水道事業費補助により措置

措 置

施策の 東京都新宿区で実施。また、港区汐留再開発地区にて来年度実施予定。

実績及

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：都市・地域整備局下水道部下水道企画課

部 局

03-5253-8111( 34-164) 03-5253-1596ＴＥＬ： 内 ＦＡＸ：

その他



62

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 下水道による都市の水・緑環境の整備

施策の ・下水処理水の有効利用を図るとともに、雨水及び開水路等の施設を活用し、

まちなかにおいて水辺やビオトープを創出・保全する。

・都市化の進展に伴い失われた水辺を水路の開渠化等により復活させ、水と緑

概 要 のネットワークを形成する。

・都市における緑とオープンスペースを確保のため、処理場の緑化等を推進す

る。

平成１１年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）1,129,228

予 算 平成１２年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）1,131,503

平成１３年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）1,111,334

平成１４年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）970,008

措 置 平成１５年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）925,024

※都市水環境整備事業費を含む

施策の ・親水水辺延長 （平成１４年度末見込み）110km

実績及 ・処理場緑化箇所数 箇所（同）96

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：都市・地域整備局下水道部下水道企画課

部 局

03-5253-8111( 34-164) 03-5253-1596ＴＥＬ： 内 ＦＡＸ：

その他



63

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市廃熱処理システムに関する調査検討経費

近年都市の中心部では、夏季の気温が著しく高まるヒートアイランド現象が

施策の 頻繁に発生している。例えば、東京では30℃以上の高温にさらされる延べ時間

数や熱帯夜が増加しており、ヒートアイランド現象によって社会的、経済的損

失が生じている。特に熱源が集中している高密な市街地の冷房等の廃熱を区域

概 要 外へ排出することは大きな効果を生み出す。本施策では、地下管路を循環する

水を用いて、都市廃熱を海水等に排出する都市廃熱処理システムの効果および

事業推進方策等について調査検討することを目的とする。

（予算措置）

予 算

年度 百万円 （要求額）H15 23

措 置 （新規）

・新規施策であるため実績はない。

・今後、本施策の有効性について検討を進めるとともに、事業推進の方策施策の

についても検討する。実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省 都市・地域整備局 街路課

担 当

03-5253-8417 03-5253-1592部 局 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他



64

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域冷暖房に対する日本政策投資銀行の低利融資

施策の 熱供給事業法に基づく地域冷暖房施設の整備費に対する低利融資を行う。

（政策金利Ⅰ（一定の条件を満たすものは政策金利Ⅲ 、融資比率 ％）） 40

概 要

予 算 なし

措 置

施策の 過去３年間の融資実績は以下のとおり。

実績及 平成 年度 件11 20

び今後 平成 年度 件12 10

の方針 平成 年度 件13 10

等

担 当 担当部局（とりまとめ ：都市・地域整備局市街地整備課）

部 局

03-5253-8111 32-744 03-5251-1591ＴＥＬ： ( ) ＦＡＸ：

経済産業省と共管

その他



65

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅マスタープランに基づく地方公共団体施策住宅に係る住宅金融公庫等

融資の特別割増制度

施策の 地方公共団体が策定する「住宅マスタープラン」において、政策誘導すべ

き住宅として位置づけられたものについて、住宅金融公庫の融資の優遇措置

を講じる。このうち、住環境整備型（加算額：２００万円／戸）について、

概 要 屋上緑化等を位置づけることができる。

予 算 住宅金融公庫の割増融資

措 置

施策の 現在、４つの地方公共団体で、屋上緑化を対象とした地方公共団体施策住

実績及 宅の特別割増制度を実施。

び今後 ・墨田区屋上緑化型住宅（墨田区）

の方針 ・まちづくり推進住宅＜緑化型＞（世田谷区）

等 ・江東区住環境整備住宅（江東区）

・目黒区型施策住宅＜住環境整備型＞（目黒区）

担当部局：住宅局住宅総合整備課住環境整備室

担 当

03-5253-8508 03-5253-1628部 局 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他



66

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法 」等に基づく住宅・）

施策名 建築物の省エネルギー化の推進

省エネ法において、すべての建築主に対し構造の断熱化などの措置を「努力

施策の 義務」として課すとともに、建築主の判断のための基準を定め、基準に適合し

概 要 た住宅・建築物の普及を図る。

住 宅：住宅金融公庫融資による誘導

予 算 建築物：日本政策投資銀行融資等による政策融資

措 置 住宅・建築物：地球温暖化防止のための住宅・建築分野における省エネルギ

ー対策検討調査（ 年度、 千円の内数、新規）H15 53,878

55 4 5 11施策の 建築主の判断の基準は昭和 年制定、平成 年（建築物は 年 、平成）

実績及 年 月 日に改正・強化し、さらに、平成 年 月 日に建築物に係る建3 30 15 2 24

、 。び今後 築主の判断基準を改正し 簡便に省エネ措置を評価できる仕様基準を追加した

、 、 （ ）の方針 また 平成 年には省エネ法の改正により ㎡以上の建築物 非住宅14 2,000

等 の省エネルギー措置に関する届出の義務付け等を行った(平成 年 月 日公14 6 7

布平成 年 月 日施行 。15 4 1 ）

今後、住宅については、新築住宅及び既存住宅の省エネルギー対策状況の推

計手法を検討により、建築物（非住宅）については、既存建築物の省エネ改修

手法の検討等により、省エネルギー性能の高い住宅・建築物(非住宅)の推進を

図る。

担当部局：国土交通省 住宅局住宅生産課、建築指導課

担 当

部 局 ＴＥＬ ：03-5253-8111

（内39428（住宅生産課 、39536（建築指導課 ）） ）

ＦＡＸ ：03-5253-1629（住宅生産課 、03-5253-1630（建築指導課））

その他



67

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 環境共生住宅市街地モデル事業

地球温暖化や都市のヒートアイランド現象等の環境問題に総合的に配慮した

施策の 住宅を普及するため、屋上緑化や自然・未利用エネルギーの活用等により環境

への負荷を低減するモデル性の高い住宅市街地の整備を推進する。

概 要

予 算 平成11年度 35,000百万円の内数

平成12年度 31,000百万円の内数

平成13年度 31,000百万円の内数

措 置 平成14年度 26,008百万円の内数

平成15年度 26,008百万円の内数

平成１４年度までに全国７８地区において事業を実施。平成１５年度以降も

施策の 引き続き実施することとしている。

実績及

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：国土交通省総合政策局宅地課 住宅局住宅生産課

部 局

ＴＥＬ ：03-5253-8111（内39428）

ＦＡＸ ：03-5253-1629

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 新規公団賃貸住宅の屋上緑化

施策の 都市基盤整備公団は、都市のヒートアイランド現象の緩和と省エネルギー

対策など、都市環境の改善に資するため、既成市街地において平成１３年度

から原則すべての新規公団賃貸住宅（※）の屋上を緑化

概 要 ※超高層住宅を除く中高層住宅

予 算

措 置

【実績】

施策の ・人口地盤や駐車場、施設棟の屋上等の緑化

実績及 （平成１３年度末時点、供給ベース）

び今後 １３２地区、約４７，０００㎡

の方針 ・住棟における実績（平成１３年度末時点、供給ベース）

等 ８棟、約１，３００㎡

※住棟における実績（平成１３年度、発注ベース）

約７０棟、約１８，０００㎡

【今後の予定】

・引き続き新規公団賃貸住宅の屋上緑化を推進

・住棟における予定（平成１４年度、発注ベース）

約４０棟、約１０，０００㎡

担当部局：住宅局 総務課 都市基盤整備公団監理室

担 当

部 局 ＴＥＬ：03-5253-8111（内線39153）／03-5253-8503（直通）

ＦＡＸ：03-5253-1626

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

総合設計制度の活用の促進

施策名

敷地内に歩行者が日常自由に通行又は利用できる空地の創出を図る総合設計

施策の 制度において、緑化した空地を整備した建築物の容積率を上乗せする。

概 要

予 算

措 置

実績 ２，３５１件の内数（許可累積件数；平成１３年３月現在）

施策の 今後も引き続き制度の活用を促進

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省住宅局市街地建築課

担 当

03-5253-8111 39-634 03-5253-1631部 局 ＴＥＬ： （ ） ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 優良建築物等整備事業における緑地整備

施策の 優良建築物等整備事業の共同施設整備において、緑地の整備等に対し補助。

概 要

予 算 （平成 年度） ６３，８００百万円の内数13

（平成 年度） ６６，６７１百万円の内数14

（平成 年度） ６７，３００百万円の内数15

措 置

空地における緑地整備で補助利用実績あり。また、今後も所要の予算措置を

施策の 図るとともに、今後も引き続き緑地整備費を補助対象とする予定。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省住宅局市街地建築課

担 当

03-5253-8111 39-654 03-5253-8515部 局 ＴＥＬ： （内線 ） ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅市街地整備総合支援事業における市街地の緑化の推進

施策の

住宅市街地整備総合支援事業の市街地住宅等整備、居住環境形成施設整備、

公共施設整備において、屋上・壁面緑化、公園、緑地の整備等に対し補助。

概 要

予 算 （平成１３年度） 千円の内数 （当初）63,800,000

（平成１４年度） 千円の内数 （当初）66,671,000

（平成１５年度） 千円の内数 （当初）67,300,000

措 置

施策の 環境負荷の低減に寄与する住宅市街地の形成を図るため、引き続き、市街地

実績及 の緑化等の施策を推進する。

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：住宅局市街地住宅整備室

部 局

03-5253-8111 39-677 03-5253-1631ＴＥＬ： （内線 ） ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 密集住宅市街地整備促進事業における市街地の緑化の推進

施策の

密集住宅市街地整備促進事業の地区整備事業、建替促進事業において、緑地

の整備等に対し補助。

概 要

予 算 （平成１３年度） 千円の内数 （当初）13,200,000

（平成１４年度） 千円の内数 （当初）14,550,000

（平成１５年度） 千円の内数 （当初）15,000,000

措 置

施策の 環境負荷の低減に寄与する住宅市街地の形成を図るため、引き続き、市街地

実績及 の緑化等の施策を推進する。

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：住宅局市街地住宅整備室

部 局

03-5253-8111 39-677 03-5253-1631ＴＥＬ： （内線 ） ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅地区改良事業等における市街地の緑化の推進

施策の 住宅地区改良事業等の公共施設整備、共同施設整備において、緑地の整

備等に対し補助。

概 要

（平成１１年度） 千円の内数 （当初）35,000,000

予 算 （平成１２年度） 千円の内数 （当初）31,000,000

（平成１３年度） 千円の内数 （当初）31,000,000

（平成１４年度） 千円の内数 （当初）26,008,000

措 置 （平成１５年度） 千円の内数 （当初）23,430,000

施策の 環境負荷の低減に寄与する住宅市街地の形成を図るため、引き続き、市街地

実績及 の緑化等の施策を推進する。

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：住宅局住宅総合整備課住環境整備室

部 局

03-5253-8508 03-5253-1628ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

低公害車普及促進対策費補助

施策名

大都市地域における自動車に起因する大気汚染問題は依然として厳しい状況

施策の にあり、このため、バス・トラック事業者による低公害バス・トラック等の導

入に対する補助を行うことにより、低公害車の普及を促進する。

概 要

○ディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ・酸化触媒）に対しての補助は、平成

予 算 １３年度より実施

（平成１３年度） （百万円）100

○ディーゼル微粒子除去装置の補助制度に低公害車の導入補助を追加

措 置 （平成１４年度） （百万円）2,701

（平成１５年度） （百万円）6,507

（道路特定財源の一部を活用した、ディーゼル微粒子除

去装置装着に対する補助 （百万円）を含む）4,000

、 、平成 年度は 低公害バス・トラックの導入に対する補助を制度に追加し14

施策の 低公害バス（ 台 、低公害トラック（ 台 、ディーゼル微粒子除去装置115 743） ）

実績及 （約 基）を導入予定である。5,300

び今後 平成 年度については、喫緊の 対策が求められていること、都市部へ15 PM

の方針 の流入車に対しても対応する必要があることから、車両導入補助の車種に環境

等 性能の優れた低 認定車を追加し、また、ディーゼル微粒子除去装置についPM

ては、補助対象者を自動車 ・ 法対策地域内を走行する大型ディーゼルNOx PM

車を保有する者に拡充し、さらに低公害車の普及を促進する。

tel 5253-8567 fax5253-1636担当：自動車交通局総務課企画室

tel 5253-8575 fax5253-1637担 当 貨物課

tel 5253-8603 fax5253-1639部 局 技術安全部環境課

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

・環境負荷の小さい自動車等に係る特例措置（自動車税のグリーン化）の延長

施策名 及び拡充（自動車税）

・低公害車・低燃費車に係る特例措置の延長及び拡充（自動車取得税）

施策の 排出ガス及び燃費性能が優れた環境負荷の小さい自動車の開発・普及を促進

する特例措置の適用期限を延長するとともに、特例措置の対象を拡充する。こ

概 要 れにより、運輸部門におけるエネルギー消費の約９割を占める自動車のエネル

ギー効率の向上が図られ、排熱の抑制を図る。

○自動車税

低排出ガスかつ低燃費車について軽減する措置及び一定以上の車齢の自動車

税制上 については重課する措置について、延長を図るとともに、対象に低燃費かつ低

排出ガスと認定されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いられる燃料電池自動車等

の措置 を追加する。

○自動車取得税

低燃費車・低公害車に係る特例措置を延長するとともに、低燃費かつ低排出

ガスと認定されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いられる燃料電池自動車を追加

する。

環境負荷の小さい自動車の開発・普及の促進については、地球環境問題、大

施策の 気汚染問題への対応のみならず、低燃費化により排熱の抑制が図られることか

実績及 ら、ヒートアイランド対策として有効である。

び今後 従来の施策の推進を通じ、平成１４年度上半期には全新規登録台数の約 割6
の方針 が対象車となる等着実に成果が現れている。

等 平成 年度においても、京都議定書により定められた温室効果ガス排出削15
減目標の達成のみならず、深刻化するヒートアイランド問題への対応を図るた

め、引き続き施策を推進する。

担当部局：経済産業省製造産業局自動車課

担 当 国土交通省総合政策局環境・海洋課 自動車交通局環境課

部 局 環境省環境管理局自動車環境対策課

ＴＥＬ： （経済産業省） ＦＡＸ： （経済産業省）3501-1690 3501-6691
（国土交通省） （国土交通省）5253-8262 5253-1549
（環境省） （環境省）5521-8302 3593-1049

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 下水熱の有効利用

施策の ・下水処理場で汚泥を焼却する際に発生する熱を有効活用し、都市域に放散さ

れる熱の総量を低減。

・下水処理場で汚泥を嫌気性消化する際に発生するメタンガスを熱源として活

概 要 用し、都市域に放散される熱の総量を低減。

平成１１年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）1,129,228

予 算 平成１２年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）1,131,503

平成１３年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）1,111,334

平成１４年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）970,008

措 置 平成１５年度 下水道事業費 百万円の内数 （当初）925,024

※都市水環境整備事業費を含む

施策の ・焼却施設の廃熱を回収し、燃焼用空気の予熱、汚泥の乾燥・加温等に活用。

実績及 ・嫌気性消化施設から発生するメタンガスを熱源として、消化槽の加温、汚泥

び今後 の乾燥、焼却施設の燃料等として活用。

の方針

等

担 当 担当部局：都市・地域整備局下水道部下水道企画課

部 局

03-5253-8111( 34-164) 03-5253-1596ＴＥＬ： 内 ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 燃料電池等の新エネルギーの住宅への導入のための技術開発の推進

二酸化炭素の排出が少なく、エネルギー効率が高い新エネルギーである燃料

施策の 電池の住宅への導入に向けた技術開発を推進するため、用途や規模、立地等を

勘案してモデル的実証実験を実施し、燃料電池の実用化を検討する。

概 要

予 算 平成15年度 300百万円 （新規）

措 置

平成１５～１７年度の３箇年で実施する予定。

施策の

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省住宅局住宅生産課

担 当

部 局 ＴＥＬ ：03-5253-8111（内39428）

ＦＡＸ ：03-5253-1629

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域特性を活かしたエネルギー活用社会形成モデル事業

北海道の脱石油社会を促進し、エネルギー・環境問題を解決するキーテクノ

施策の ロジーである燃料電池の普及・実用化に資するため、燃料電池の分散配置、安

全な水素供給や効率的なエネルギー利用ネットワーク構築に関する実証実験を

行い、燃料電池を活用したクリーンな街づくり構想のためのモデルプランを策

概 要 定する。また、燃料電池の普及を通じた地域エネルギー供給事業等燃料電池関

連産業の育成方策を検討する。

予 算 平成１５年度 ２８０百万円 （予算額）

（新規）

措 置

施策の 平成１５年度の実証実験結果をもとに、燃料電池を活用した循環型社会の形

実績及 成を目指す。

び今後

の方針

等

担当部局：国土交通省北海道局企画課

担 当

部 局 ＴＥＬ：03-5253-8772 ＦＡＸ：03-5253-1672

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 大都市圏における都市環境インフラの再生

平成１３年１２月の都市再生プロジェクト第三次決定（都市再生本部 「大）

施策の 都市圏における都市環境インフラの再生」を受けて、大都市における自然環境

概 要 の保全を図るため、近郊緑地保全区域の指定を行う等、広域的視点に基づく水

と緑のネットワークの形成を推進する。

（平成１４年度） 千円70,231

予 算 ※都市再生推進費（国交省、環境省、農水省連携）

（平成１５年度） 千円158,000

措 置 ※大都市圏における都市環境インフラ再生推進経費（新規）

関係省庁、地方自治体からなる「自然環境の総点検などに関する協議会」を

施策の 設置し、首都圏において自然環境の総点検を行い、保全すべき自然環境を抽出

実績及 するとともに、今後、取り組むべき課題を示した（中間とりまとめ、平成

び今後 年７月 日 。さらに、平成１４年度中に、保全すべき自然環境の中から14 12 ）

、 、の方針 ６地域を先行検討地域として選定し 具体的な施策の検討に取り組むとともに

等 保全すべき自然環境に関するグランドデザインを検討する。

平成１５年度については、この結果を踏まえ、

①抽出された保全すべき自然環境について、近郊緑地保全区域の新たな指定

等地域毎の具体的な保全施策等を実施

②自然環境の保全・再生・創出を総合的に考慮した都市環境インフラのグラ

ンドデザインの検討

を行う。

また、

・自然環境の再生・創出の効果を評価するための評価指針の作成

・自然環境に関する各種データの整備・相互利用のためのガイドラインの作

成

を行う。

担 当 担当部局：国土計画局大都市圏計画課

03-5253-8362 03-5253-1571部 局 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 ヒートアイランド対策に関する調査

「 」 、 、ヒートアイランド対策に関する調査 は 近年の著しい都市化の現象として

施策の 都市域で郊外とは異なる気温上昇の分布を示すヒートアイランド現象が顕著に

現れていることから、熱環境負荷の少ない良好な都市の生活環境の実現を目指

した調査を実施しているところである。

概 要

平成１２年度補正 ５１，０００千円

予 算 平成１３年度当初 ６，２１７千円

平成１４年度当初 １９，９９６千円

措 置 平成１５年度当初 ２３，０５６千円

平成１２年度までに、仙台、東京、名古屋を対象とした実態調査および解析

施策の を行うとともに、ヒートアイランド実態把握に資するシミュレーションモデル

実績及 を開発検討した。

、 、 、び今後 平成１３年度では ヒートアイランド対策を進めるために 都市環境気候図

の方針 数値シミュレーションモデル、簡易シミュレーションモデル、対策技術データ

等 集のような手法の提案を行っている。

今後、大気汚染への影響等のヒートアイランド現象による環境影響調査及び

予測の高精度化のための広域測定の実施を行う。

担当部局：環境管理局大気環境課大気生活環境室

03-5521-8300 03-3593-1049担 当 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

部 局

その他 平成１５年度税制改正において、国土交通省都市・地域整備局公園緑地課との

共同要望により、認定緑化施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置の延長

要望が認められた。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地方都市における環境配慮型都市のあり方に関する調査

本調査は、仙台市をモデルケースとして、環境配慮型都市の形成を推進して

施策の いくための手法について検討を行い、魅力ある地域の形成による地域の活性化

を推進することを目指している。

具体的には、環境配慮型都市形成の推進に資するために大気、熱といった観

概 要 点から仙台市において「都市環境気候図」の作成を行う。

平成１４年度 １０，８９２千円

予 算

※本事業は地域活性化施策推進費におけるものであり、国土交通省において一

括して予算計上を行っているが、実施にあたっては、一部を環境省に予算を移

措 置 し替えのうえ、実施するものである。

平成１４年度開始の事業のため、実績はない。

施策の

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：環境管理局大気環境課大気生活環境室

03-5521-8300 03-3593-1049担 当 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域協議会代エネ・省エネ診断事業

地域協議会代エネ・省エネ診断事業は、住宅の家屋構造、屋内施設・機器、

施策の それらの使用方法等について調査を行い、効率的機器の導入及び冷暖房温度の

適正設定等、温暖化対策に関する詳細な助言を行う事業を進める地域協議会に

対して事業費の一部を補助するもの。

概 要

予 算 （平成１４年度）２０００００(千円)の内数,

（平成１５年度）１０００００(千円),

措 置

平成１４年度は、全国５ヶ所の地域協議会（約１，２００世帯）で、モデル

施策の 事業として実施。

実績及 平成１５年度は特別会計に組み替えて補助事業として実施予定。

び今後

の方針

等

担当部局：地球環境局地球温暖化対策課

03-5521-8341 03-3580-1382担 当 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 都市気候・エネルギー連成モデルによるヒートアイランド対策の総合評価

広域レベル、都市レベル、ビルレベルでのヒートアイランド効果に係るモデル

施策の を組み合わせることにより、各種ヒートアイランド対策について、①気温・気

象による影響、②年間におけるエネルギー消費、③各種対策の （ライフLCC

サイクルコスト 、 （ライフサイクル 、④大気環境への影響の４） ）LCCO2 CO2

概 要 つの観点から総合評価を行う手法を確立する。

平成１４年度 １９，４１６千円

予 算 平成１５年度 ２１，７２０千円

※本事業は地球環境保全等試験研究費（公害防止等試験研究費）における１課

措 置 題であり、環境省において一括して予算計上を行っているが、実施にあたって

は、経済産業省に予算を移し替えのうえ、経済産業省より独立行政法人産業技

術総合研究所に委託して実施するものである。

平成１４年度開始の事業のため、実績はない。

施策の

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：総合環境政策局総務課環境研究技術室

03-5521-8239 03-3593-7195担 当 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 自然共生型地域整備推進事業費補助

施策の 地方自治体が地域の自然環境の状況を踏まえて、野鳥やトンボなどの多様な

、 、生き物が生息する身近な自然を回復・整備し ネットワーク化する事業に対し

その費用の一部を補助する。

概 要

（平成 ９年度） （千円） （平成 年度） （千円）220,000 14 135,000

10 363,000 15 119,000予 算 （平成 年度） （平成 年度）

11 232,200（平成 年度）

12 190,380（平成 年度）

13 144,342措 置 （平成 年度）

＊平成９～ 年度は自然共生型地域づくり事業費補助13

（実績）平成９～ 年度の整備実施 箇所（ 地区・ 団体）14 72 53 47

施策の （主な整備内容）

実績及 ・都市公園、学校、河川敷など都市地域における生き物の生息空間（ビオ

び今後 トープ）の創出・回復

の方針 ・ため池、湿地、農業用水路、休耕田など二次的自然が広がる地域におけ

等 る生息空間の改善や移動空間の整備

（今後の方針）

・生態系ネットワークの確保のため、個々に整備を行ったビオトープのネ

ットワーク化を一層推進する。

担当部局：環境省自然環境局

03 5521 8275 03 3591 8275担 当 ＴＥＬ： - - ＦＡＸ： - -

部 局

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

・環境負荷の小さい自動車等に係る特例措置（自動車税のグリーン化）の延長

施策名 及び拡充（自動車税）

・低公害車・低燃費車に係る特例措置の延長及び拡充（自動車取得税）

施策の 排出ガス及び燃費性能が優れた環境負荷の小さい自動車の開発・普及を促進

する特例措置の適用期限を延長するとともに、特例措置の対象を拡充する。こ

概 要 れにより、運輸部門におけるエネルギー消費の約９割を占める自動車のエネル

ギー効率の向上が図られ、排熱の抑制を図る。

○自動車税

低排出ガスかつ低燃費車について軽減する措置及び一定以上の車齢の自動車

税制上 については重課する措置について、延長を図るとともに、対象に低燃費かつ低

排出ガスと認定されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いられる燃料電池自動車等

の措置 を追加する。

○自動車取得税

低燃費車・低公害車に係る特例措置を延長するとともに、低燃費かつ低排出

ガスと認定されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いられる燃料電池自動車を追加

する。

環境負荷の小さい自動車の開発・普及の促進については、地球環境問題、大

施策の 気汚染問題への対応のみならず、低燃費化により排熱の抑制が図られることか

実績及 ら、ヒートアイランド対策として有効である。

び今後 従来の施策の推進を通じ、平成１４年度上半期には全新規登録台数の約 割6
の方針 が対象車となる等着実に成果が現れている。

等 平成 年度においても、京都議定書により定められた温室効果ガス排出削15
減目標の達成のみならず、深刻化するヒートアイランド問題への対応を図るた

め、引き続き施策を推進する。

担当部局：経済産業省製造産業局自動車課

担 当 国土交通省総合政策局環境・海洋課 自動車交通局環境課

部 局 環境省環境管理局自動車環境対策課

ＴＥＬ： （経済産業省） ＦＡＸ： （経済産業省）3501-1690 3501-6691
（国土交通省） （国土交通省）5253-8262 5253-1549
（環境省） （環境省）5521-8302 3593-1049

その他


